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The paper examines the competition policies toward patent pools

in the US, the EC and Japan. Patent pools are receiving increasing

attention as coordination for IPRs and standards. The pools promote

innovations through standardization. However, at the same time, antitrust

concerns may be raised, because the pools may involve an opportunity

for collusion and exclusion. The implications of this are suggested based

on a short survey.
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はじめに

今日、情報通信技術（ICT）、バイオテク、ナノテクなどのハイテク分野では、

しばしば「特許の洪水（patent blood）」、「特許増殖（patent proliferation）」、

「特許の藪（patent thicket）」などと形容されるように、特許出願が増加し、し
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かもその所有が多数の企業に複雑に絡みながら分散するという傾向が見られ

る1)。そうした状況下では、各企業は、関連技術をすべて単独で開発すること

が困難であり、実用化するためには他社の異なる技術を結合・集積することが

求められる。技術の実用化のためには、企業間で複雑に交錯する特許関係を整

理・調整する必要性が大きくなっている（Shapiro [2001]）。その調整方法の 1

つとして技術・規格の標準化のためのパテントプール（「標準型パテントプー

ル」）が上記の分野で注目されている。

そうした動向に競争政策当局も注目している。なぜなら、パテントプール

（以下、プール）は、特許調整を通して革新を促進する一方で、共謀行為や排除

行為として競争阻害につながる可能性ももつからである。競争政策との関連に

ついて、各国の当局はガイドライン・指針を公表している。例えば、米国の司

法省（DOJ）と連邦取引委員会（FTC）によるガイドライン（DOJ & FTC

[1995、2007]、DOJ [2008]）、ECのガイダンス（EC [2008]など）、わが国の公

正取引委員会のガイドライン（公取委 [2005、2007]）などである。これらは、

広く企業の知的財産・標準関連戦略と競争政策との関係を明らかにしている。

かくして、特許の集積・調整ないし標準化のためのプールが企業戦略的に

も、公共政策的にも注目を受けている2)。そこで本稿では、特にプールに対す

る競争政策を概観し、その分析課題を考察する。

1 標準型プールの実態 －要約－

(1) ICT分野におけるパテントプールの主要な特徴
まず、ICT分野で見られるプールの実態を展望した土井 [2009]、土井・新

海・田中・林 [2008]などに基づき、実態から導き出される主要な特徴・含意

を整理・要約しておこう。それらは、競争政策を考察する上で重要な示唆をも

つからである。第 1に、この分野では、上記のように、特許調整の重要性が大

1) 1990 年代以降の知財権の動向については、Cook [2007]、Simcoe [2005] などが有益である。
2) 標準化に関連して、協調と競争に注目したのが Moore [2006] である。彼は、協調と競争が同

時に存在する産業システムを「ビジネス・エコシステム」と称して、競争政策との関連を議論し
ている。プールはその 1 つである。
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きく、技術・規格の標準化を進める必要がある。標準化には、競争を通して規
格の統一を図るデファクト標準、自主的に関係者の合意を図りながら標準化を
進める自主合意標準、政府の規制としての強制的な社会的標準などがあるが、
今日の標準の多くは後者 2つのタイプである3)。社会的標準は強制的な合意と
みなすことができるために、後者 2つはともに合意（コンセンサス）の要素を
もち、併せて「コンセンサス型標準」とよばれる。コンセンサス型標準の 1つ
がプールである。
第 2に、プールの形成は「藪」の存在の可能性が指摘される産業間でも異

なり、それは現時点ではほとんど ICT分野に限られる。こうした違いは、以
下で言及するように、一部は技術の性格と競争政策に依存している。競争政策
は、プールが協調行為のためにいくつかの認可要件を設定し、特に、標準化に
不可欠な、補完的な必須特許のみの集積を条件として標準型プールのみを認め
ているからである。その意味で、プールの形成やタイプに競争政策が大きな影
響を与え、競争政策との関連が大きな重要性をもつ。
第 3に、上記の通り規格の標準化がプール形成の重要な要因となっている

が、企業は、1つの製品を全てあるいはほとんどを標準化するのではなく、製
品全体を非競争領域と競争領域に分けた上で、プールによる標準化を前者で実
施し、他方後者で競争的な差別化戦略をとることが見られる。こうした「選択
的標準化戦略」が当該産業の競争に与える影響が注目される。
第 4に、プールは広狭、多様なタイプを含むが、「藪」問題を解決し、技術

革新と競争を促進する効果をもつ可能性がある。換言すれば、プールは私的に
も、社会的にも利益を生むものである。
最後に、プールの形成と維持には、コンセンサスに向けて大きな努力・コス

ト・リスクを伴い、容易には形成されない（「長くて、複雑で厄介な過程」）。こ
の過程で、様々な戦略（ホールドアップ、ホールドアウトなど）が取られ、競
争政策上問題となることもある。また、関連する特許権者の多くがプールに参
加しないならば、プールの有効性は制限される恐れがある。なお、競争法違反
およびその対応も、上記のコスト・リスクの一部と言える。
3) 例えば、標準化作業とライセンス業務の両方を含むタイプとライセンス業務のみに関わるタイプ

など、プールの形態も多様である。土井 [2009] 参照。
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(2) ICT以外の分野のプール －バイオ、ナノテク－
次に、ICT分野以外のプールについて見ておこう。医薬・バイオやナノテ

クでは、「藪」の存在の可能性が指摘されるにもかかわらず、プールの形成は

ほとんど見られない4)。こうした違いは、一部は技術の性格とそれに関連した

競争政策に依存している。

バイオ技術は、各発明がその以前の多くの発見に基づいて行われるという

垂直的な累積性（累積的革新）を特徴の 1つとしている。この性格は、技術

革新における複数技術の結合性が重要である ICT関連の技術とは異なるとこ

ろである。バイオ技術の場合、コア技術の「改善」を行った企業は、通常その

改善について特許権（改善特許）を申請する。その結果、これらの先行する発

見が特許権化されるならば、その後の過程における企業、例えば新製品を開発

し上市したいと計画する企業は、そうした先行特許権のために計画を断念する

か、あるいは実施するためにライセンスを得なければならず、最終的には新製

品の開発・販売が遅れることも考えられる。こうした事態、そしてその事態を

回避するための特許調整メカニズムとしてのプールに注目が集まっている。し

かし、その形成は現時点では見られない。その理由として、Gaulè [2006]は、

① 技術規格の標準が存在しない、② 開発期間が長く、製品が完成していない、

という産業特性に加えて、③ 競争政策当局が認可用件として求める「特許の

必須性」を証明することが容易ではないことを指摘している。

また、プール形成の有効性が注目されているのがナノテクである。ナノテク

は、技術の性格上他分野の技術に重複して複雑に関連し、そしてその分野の多

くが累積的革新の結果である。しかも、半導体やエレクトロニクス産業などの

多くの大企業や大学などが特許権者となっている。その結果、例えば Clarkson

& DeKorte [2006]は、特許の藪・積み上げ問題が大きく、特許調整が不可欠

であると主張している。しかし、特許権者が多岐の分野に分散し、しかも互い

4) バイオ分野でのプールの有効性については、Clark et al. [2000] 参照。しかし、プールがドイ
ツで若干見られるという指摘がある（Haracoglou [2008] 参照）。また、自動車産業でも、車
の電子化が進行するに伴いプール形成に注目が集まっているが、今のところ見られない。土井・
長谷川・徳田 [2006] 参照。
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に直接の競争者ではないために、特許を調整することに関心が薄いと言われて

いる（Yu [2007]）。

2 パテントプールと社会的厚生 －競争政策上の課題－
ICT分野では、上記の通り、標準化過程は多くの場合コンセンサス型であ

り、その 1つがプールによる標準化である。したがって、プールの形成に影響

を与えるのは、図 1が要約するように、企業戦略、公共政策、産業内協調シス

テムであろう。特に公共政策面では、プールの形成と展開に大きな影響を与え

たのが競争政策との関連である。以下で触れるように、競争政策当局との事前

相談は、各プールの形成と形態に大きな影響を与えた。また逆に、バイオ産業

でプールが見られない大きな理由の 1つとして、上記の通り、競争政策との関

連（プール認可要件）が重要である。かくして、プールの機能・効果に対する

競争政策当局の理解・判断－政策当局が想定する「競争モデル」－が重要であ

り、また詳細に考察されなければならない。

なお、プールは、MPEG2（画像圧縮技術）や ARIB（デジタル放送技術）

の場合に見られる代表的なワンストップ・ライセンス方式をとるだけではな

く、パテント・プラットフォーム（携帯電話 3Gで採用）、パテント・クリア

リング・ハウスなどのいろいろなバリエーション（準プールともよばれる）を

図 1 　標準の形成

　　　　出所）土井・長谷川・徳田 [2008] 図表 7-2、201 頁。 　
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もつ。本稿では、本質的に特許の集積・調整（pooling）を対象としているた

めに、広義のタイプも含めて議論する5)。

(1) 競争促進効果
プールは、競争制限効果と競争促進効果の両方をもちうる。それゆえに、そ

れは競争政策当局によって注目されてきた。ここでは、Bekkers et al. [2006]、

土井 [2007、2009]、事例などに依拠しながら先験的に整理する。

まず、予想される競争促進効果を整理してみよう。すなわち、

　① 全ての実施許諾を求める企業にイコールアクセスと非差別的な条件を与

える

　② 技術アクセスのスピードアップ

　③ 補完的技術の統合

　④ 一括手続き（ワンストップサービス）によるライセンス交渉における取

引費用削減

　⑤ 費用のかかる特許紛争の回避

　⑥ 積上げ問題の回避

　⑦ ブロッキング特許問題の回避

　⑧ 競争法で競争制限となる、特許権者のホールドアップ戦略（特許待ち伏

せ）、必須特許と非必須特許の抱き合わせなどの回避（下記参照）

　⑨ 有用な技術情報の開示

　⑩ プールに関連する技術は当該製品の基本技術領域に限定し、企業の独自の

差別化・革新を行う競争領域（応用技術）をカバーしていない場合、プー

ルを通して競争領域での競争が促進される。その結果、製品市場での競

争が維持・促進される。

5) プールの諸形態（特に準プール）については、Aoki & Schiff [2008]、Goldstein & Kearsey

[2004]、Ivensen et al. [2006]、加藤 [2006]、Simcoe [2006] などを参照。
　また、特許調整メカニズムとしては、プールの他にも、強制実施権、クロスライセンス、ライセ
ンス、公認標準設定組織による調整、非係争協定（non-assertion covenants：NAC）を含め
て多様な調整形態（強制的調整から個別的・自主的調整まで）がある。Ivensen et al. [2006],

Bekkers et al. [2006]、長岡ほか [2005] などを参照。
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上記の効果のうち最初の 9つは、費用 (X)効率の上昇、新規参入、産業内

モビリティの促進、技術普及の促進（革新）などを通して競争を促進するもの

である。例えば、MPEG2や DVDのプールは、こうした効果をもったとみな

されている。それらの多くは、競争政策において効率考慮、革新考慮とよばれ

るものに該当する。最後の効果⑩は、プールが対象とする領域に関連するもの

である。企業は、標準技術を体化した製品市場で、各企業が応用技術の開発を

めぐって競争し、またその技術を取り込んだ製品の開発・販売競争を展開する

（土井・新海・田中・林 [2008]参照）。従来、こうした選択的標準化戦略の競

争に与える影響のメカニズムについては、十分な考察がないと言えよう。

(2) 競争制限効果
他方、プールが競争制限効果を伴うケースも想定することができる。なぜな

ら、それは競争政策上問題となる「共謀」と「排除」の両方を促進する可能性

をもつからである。例えば、競争を制限する場合として以下のように要約でき

る。すなわち、

　① プールに参加する特許権者を制限する（共同の締め出し）

　② ライセンサー間の水平的な調整が共謀として機能する。特に、代替的な技

術の特許をプールする場合、あるいは競争上重要な情報を交換する場合、

この可能性が大きい。事実、米国の PRK（photorefractive keratectomy.

眼科手術用のレーザーによる角膜屈折矯正技術。1992年設立）プールや

日本のパチンコ機プールは、主要なライバル企業の「代替的な技術」を含

むために、競争制限の可能性が大きいと判断された6)。また、この可能性

は、当該製品のみならず、それ以外の分野での協調の可能性をもつ。な

ぜなら、ライセンサーが増えるにつれて、ライセンサーがしばしば多角化

企業であり、多くの分野で互いに接触する機会をもつからである。これ

は、多角化の場合に議論される「マルチ市場コンタクト（multi market

contact）」（多くの市場で相対峙しているために、ある市場で競争をしか

けると、他の市場で反撃を受けるために、関連する市場で競争を回避す

6) 日本のパチンコ機プールの詳細な事例研究については、田中・林 [2009] 参照。
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ること）と類似する。

　③ 標準の実施者に非必須特許、非特許技術、製品なども抱き合わせで取得す

ることを強制する（「特許の抱き合わせ（patent tying）」）。また、標準化

作業の途中では、関連する必須特許の保有を隠し、標準が決定した後で

その保有を公表し、当該標準の実施者に高いロイヤリティを要求すると

いう、「特許待ち伏せ戦略（patent ambush）」を行うこともできる。こ

れらは略奪的な RRC（ライバルの費用を引き上げさせる）戦略の 1つで

ある7)。

　④ ライセンシーは、当該プールの特許と競合する、プール非参加者の特許

を取得できない

　⑤ プールの技術を取り込んだ製品市場で競争制限を行う

　⑥ 他の製品・技術にも不可欠である当該プールの特許をプール外で利用す

ることを制限する

　⑦ プールないしライセンサーが、ライセンシーによる代替技術の開発を妨

げる

　⑧ ライセンシーは、当該プールの技術・特許に関与してしまっているため

に、その代替的技術（既存の標準技術、次世代の標準技術）を開発する

誘因をもたない。

かくして、プールは、当該産業のみならず他産業などにも競争制限の影響を

もつ可能性がある。

(3) 厚生効果
以上の関係は、プールが費用削減（費用曲線の下方移動）、新製品の開発・導

入（革新）（需要曲線の右方移動）、そして新規参入と既存企業の成長の促進、

価格競争の激化（価格低下）、などの効果をもつ一方、既存企業間の共謀、参

入阻止・ライバル成長阻止（略奪的行動）、技術普及の制限、新規技術開発誘

因の抑制などとしても機能することを示唆している。前者の効果は厚生増大に

7) 米国では、特許に絡む競争政策上の事件の大部分は、特許の抱き合わせと特許の濫用に関連して
いる。
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つながるが、他方後者は逆の厚生減殺を誘引する。これらの関係を理論的に、

実証的に明らかにする必要がある。換言すれば、どのような条件の下で、競争

促進あるいは競争制限が起こるかを考察する必要がある。事実、この問題をめ

ぐって、近年多くの研究が展開されている。

また、政策的に見ると、プールが同時に厚生増進と厚生減殺の両方の効果を

もち、厚生トレードオフ関係も起こる可能性がある。そのさい、プールが革新

に関わることから、その動態的な効率効果（革新効果）にも注目する必要があ

る。また、革新に関わる限り、政策執行のタイミングの問題も重要である。な

ぜなら、タイミングを間違えれば、政策は革新を遅らせる可能性をもつからで

ある。その意味で、政策の事後的評価が重要な課題であろう。

3 パテントプールの競争政策

(1) 政策の変遷の概観
従来、プールのほとんどは米国で見られるので、Bekkers et al. [2006]、Gilbert

[2002]、Kelly [2002]などの既存の研究によりながら、プールに対する米国の

競争政策を展望する。それは、大きく分ければ 3期、すなわち、① 20世紀初

めの自由放任、② その後から 1990年代までの厳しい接近、そして③ 1990年

代後半以降の合理の原則による接近、と変遷してきた（Bekkers et al. [2006]）。

競争政策上の課題を確認するために、その変遷を素描しておこう。

　① 20世紀初めの自由放任。プールの多くは、米国では、反トラスト規制を

回避するために設立・利用された。なぜなら、それは規制の適用除外とみ

なされたからである。そうした認識は、1902年の「National Harrow事

件」の最高裁判決で示された。その結果、独占を意図したプール（「独占

型プール」）が多く形成された。それゆえにまた、その後次に言及するよ

うにプールに対して厳しい反トラスト政策が実施された。しかし、こう

した適用除外は、1912年の「Standard Sanitary Manufacturing事件」

判決で終了したと言われる。

　② 1990年代までの厳しい規制。その後、当局は反トラスト政策一般の厳格
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化に対応して、共同行為の 1つとしてプールについても厳しい接近に転

じ、その結果、プールの形成は減少し、第二次世界大戦後はほとんどゼ

ロとなっていた。こうした接近は、1990年代中頃まで続いた。

　③ 1990年代後半以降の合理の原則による接近。技術進歩に伴い、特許の「洪

水・藪」現象の懸念の深刻化に伴って、プールの利用が再び注目される

ようになった。また、上で言及したように、イノベーションを円滑に推

進するために、企業間の協調の有用性も強調されるようになった（オー

プン・イノベーション）。そのさい、これまでの経緯から判断して、プー

ルの利用には、反トラスト政策との調整が大きな課題であった。

こうした動向を受けて、司法省と FTCは共同して、「知的財産のライ

センスに関する反トラストガイドライン」（1995年）を公表した。それ

は、「クロスライセンスとプールが競争促進効果をもちうる」ことを明言

した。事実、その後の「MPEG2パテントプール」（1997年設立）につ

いてのレビューレター（review letter）で容認の示唆を与えた。こうした

政策判断はプールの増加を誘引している。なお、DVD(3C)、DVD(6C)、

3Gなどについてもレビューレターが出されている。

しかし、競争促進的として設立が認められたMPEG-2プールとは反対

に、競争制限的として FTCに認められず最終的に解散した PRKプール

（1998年）もある。それは、上記の通り、異なる技術をもつ競合 2社が

プールを形成したものであるが、主要な企業の代替的な技術を含むため

に、競争制限（特に価格固定の共謀）の恐れが大きいと判断された。これ

らの事例から予想されるように、米国の政策判断は 2段階からなり、ま

ず特許の調整とライセンスが競争制限的効果をもつ可能性があるかどう

か、そして次に、もしそうならば、そうした競争制限的な効果を上回る

競争促進的効果を達成するために必要である合理性をもつかどうか、が

考察されている。

以上の過程で、政策当局の「合理の原則」型スタンスと、それに対処する（反

トラスト法に抵触しない）企業側の工夫が明らかとなっている。事実、2007

年、司法省と FTCは共同して、「反トラスト政策の執行と知的財産権」レポー
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トを公表し、そこでは、「競争政策当局は、知的財産権によって創造されるイ

ノベーションのためのインセンティブを支持しながら、違法な共謀的または排

他的行為を特定するために反トラスト理論を適用しなければならない。知的財

産権を含む効率的な活動を非難することは、このイノベーションのためのイン

センティブを損ない、米国の経済成長を促進させるエンジンを低下させること

になる」（DOJ & FTC [2007]、p.2）とした上で、1995年ガイドラインに示

されている「合理の原則」のフレームワークに従って、プールの競争上の効果

を評価することを再度確認している。

そのレポートによれば、以下のような条件を満たすプールは競争政策上の問

題を含まない。すなわち、① 標準を実施するのに不可欠な必須特許に限定す

る、② ライセンシーが代替技術を開発するのを妨げない非排他的なライセン

スである、③ 特許権者はプールに非排他的ライセンスを付与し、プール外に

個別に自己の特許をライセンスする権利を保持する、④ ライセンシーは、当

該技術に対して必須の自己の保有特許を利用するために、非排他的なライセン

スをグラントバックすることが求められる。

(2) 近年の政策 －パテントプールに関する競争モデル－
あらためて、1990年代後半以降の主要国の政策当局が描く「プールに関す

る競争モデル」を展望しよう。まず、米国における合理の原則による具体的な

執行を整理しておこう。競争政策上の問題を伴わない条件として、① プール

の規約には何らかの付随的な競争制限条項を含まない、② プールは補完的特

許、必須特許のみを含む、③ プールメンバーは自己の特許を個別にライセン

スする権利を保持する、④ 司法省は、ロイヤリティと、ライセンシーが供与

された技術の改良によって特許などの知的財産権を得たとき、その権利をライ

センサーに譲渡する「グラントバック規定」をモニタリングする、などがあげ

られる。これらの条件の下で、プールが容認されている。

こうしたスタンスは、司法省のMasoudi [2007]によれば、合併規制などと

同様に、米国の反トラスト政策の基本原則 －「客観性、構造的セーフハーバー、

事前性（objective, structural safe harbor, ex ante）」－ に基づいている。す
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なわち、政策執行の決定において客観的、事前的テスト（「客観的、事前的レ

ンズ」）を行い、そして市場構造に注目したセーフハーバーを提示する。上で

あげたような、プールの経済的メリットに関する「“事前的”分析（具体的に

は、いくつかのビジネスレビューレター）がパテントプールを支持する強い議

論につながった」。司法省と FTCは、上記の条件を「客観的、構造的」と見

なし、そしてまた、企業側の「予測可能性」が高まるために、政策は企業戦略

の策定にも有用である、と主張している。

また、欧州委員会（EC）も同様なスタンスをとるものと理解されている。

しかし、そうしたスタンスは当初は米国に比べて明確ではなかった。むしろ、

2004年までは、プールは、「ライセンス協定に対する集団適用除外」の対象と

はなっておらず、「競争法（特に 82条）に違反する恐れがあった」（Bekkers et

al. [2006], p.19）。2004年のいくつかのガイドラインによって、どのような協

定ないしプールが容認されるかを示唆した。それによると、① プールは必須

技術のみで、しかも補完的な技術のみを含む、② プールはオープンで非差別

的である、③ 特許の利用は非排他的で、非差別的、合理的な条件による、④

第三者の技術を不当に締め出すことはない、⑤ ライセンサーとライセンシー

はプールと競合する技術・製品を開発し、そしてまたプール外でライセンスを

供与または取得することは自由である、⑥ グラントバック規定は「真の必須

特許」に限定する、⑦ 必須特許の判定には、独立の専門家が担当する、⑧公

式の紛争解決機構の設置、などである（Bekkers et al. [2006], p.20）。この方

針について、Lerner & Tirole [2007, p.161]は、米国よりもやや明確ないし厳

格であると評価している8)。

最後に、日本の公取委も、基本的には欧米のスタンスを採用している。それ

は冒頭で示したガイドラインや指針に示されているが、「事業活動に必要な技

術の効率的利用に資するものであり、それ自体が直ちに不当な取引制限に該当

するものではない」（公取委 [2007]）としたうえで、「プールが市場に占める地

位を踏まえ、競争への影響を総合的に検討して」政策上の判断を行うことであ

8) 知的財産権と競争政策との関連に対する欧米の対応の違いについては、Arezzo [2006], Bekkers

et al. [2006] などを参照。
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る。競争政策上の問題が生じない条件として、① 必須特許のみからなる、②

プール参加者への制限が合理的に必要な範囲で、不当な差別的な条件によらな

い、③ プールの管理組織に集中するライセンシーの事業活動に関する情報に、

プール参加者やライセンシーがアクセスできない、そして、④ 差別的なライセ

ンス条件がない、⑤ ライセンシーの研究開発を制限しない、⑥ グラントバッ

ク規定は、必須特許に限り当該プールに非独占的にライセンスすることを義務

付けるものであり、ほかに自由な利用が制限されるものではなく、そしてライ

センス料の配分等で他のプール参加者に比べて不等に差別的な取り扱いを課す

ものではない、などがあげられている。

以上の方針から、競争法に抵触しないプールの条件が明らかになるであろ

う。それらは、上記の通り、① 特許に関わる技術の性格（補完性、必須性）、

② 必須特許の判定、③ ライセンスの条件、④ ライセンシーの行動、⑤ プー

ルへの参加条件、⑥ グラントバック規定、⑦ メンバー間の情報交換、などに

関連する。これらが競争政策当局の想定する「競争モデル」の大枠である。既

存のプールはこれらの要件を満たすことが求められた。こうしたモデルの妥当

性を経済学的に検討する必要があろう。また、日欧米間のハーモナイゼーショ

ンが実現されているかどうかも重要な課題であろう。なぜなら、形成されてい

るプールの多くは国際的なレベルであるからである。

4 公共政策上の課題
ところで、競争政策は、競争を「企業間の競い合いのプロセス（“process of

competitive rivalry”）としてとらえるならば、基本的には、企業がいつでも

他社に挑戦し、そしてまた他社から挑戦を受けることを保証することである。

そうした競争政策スタンスの下でのプールに対する政策のあり方を考察する必

要があろう。また、言うまでもなく特許法（知財政策）との関連も考慮しなけ

ればならない。これらの公共政策のあり方に関連して、いくつかの課題の検討

が求められている。

まず、政策当局は、プールに関連する「競争モデル」を明らかにする必要

があろう。特に、実務的には必須性の要件とライセンス契約の FRAND（fair,
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reasonable and non-discriminatory）条件の意味・内容を明らかにすること

を求められる。FRAND条件については、ほとんどの関係者が賛同している

が、その実務的な定義については、合意は成立していない（Layne-Farrar et

al. [2007]など参照）。

例えば、携帯電話 3G における Broadcom・Qualcomm 事件（2006 年）、

Nokia・Qualcomm事件（2006年）、そして欧州での Qualcomm反トラスト

事件（2005年）はいずれも、FRANDの定義の違いが中心問題となっている。

2007年 10月に、欧州委員会は、Qualcomm（Q社）の行為は市場支配的地位

（dominance）の濫用（EC条約第 82条違反）に当たる疑いがあるとして、同

社に対する正式な反トラスト審査手続を開始することを決定している9)。Q社

は、3Gの CDMA規格とWCDMA規格の特許権を保有しているが、その審

査は、携帯電話・チップセットを製造している Ericsson、Nokiaなど 6社が、

Q社の特許権使用に関するライセンス契約が FRAND条件を満たさず、競争

法に違反するものとして、欧州委に申立てを行ったことによるものである。

また、米国でも、Q社の反トラスト事件について注目すべき判決が下され

た。2007年、米国連邦高裁は、3G技術の標準設定過程において Q社が反競

争的行為を行ったことが争点となっている訴訟について、Q社による却下の

申立てを認めた地裁判決を一部破棄し、同地裁に差し戻した。Broadcom（B

社）の主な主張は、3G用チップに関する標準設定過程において、Q社が、自

らの技術が標準に組み込まれた場合、FRAND 条件の下にライセンスするこ

とを標準設定組織に対して事前に約束したにもかかわらず、その後これを履行

しなかった欺瞞的行為が反トラスト法に違反する独占行為に該当するというも

のである。地裁判決は、Q社の約束不履行は、契約法などの他の法律理論の下

で訴訟対象となる行為であるが、反トラスト法の下では訴訟対象とならないと

していた。

連邦高裁は、標準設定におけるホールドアップの問題について、それを防止

するために多くの標準設定組織が FRAND 条件の事前約束をメンバーに求め

9) 3G に関する裁判については、US Court [2007]、Patents and Antitrust in Standards

(www.iprstrust.org) にアップロードされている cases 資料などに依拠。
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ていることなどを示した上で、①コンセンサスに基づく私的標準設定環境にお

いて、②特許権者が意図的に不可欠技術を FRAND 条件の下でライセンスす

ると虚偽の約束をし、③標準設定組織が当該技術を標準に組み込む時に当該約

束を信頼し、④当該特許権者が後に当該約束を履行しないことは、訴訟の対象

となる反競争的行為であると認定した。そして、「特許待ち伏せ」戦略に関連

する Rambus事件を引用し、標準設定過程における詐欺行為が競争プロセス

を侵害するものであるとした上で、詐欺的な FRAND 条件の約束は、詐欺的

な特許権の非開示と同様の行為であると述べている。次に、B社の主張は、Q

社が関連市場において市場支配力を有していること、および Q社が意図的に

市場支配力を獲得又は維持しようとしたことを述べているかを検証し、これを

是認するとともに、B社の主張は単なる取引拒絶であるとする地裁判決の認定

を否定している。

また、現時点では、競争法上で、ロイヤリティの高低について司法判断はな

い。しかし、FRANDの定義は「個別に FRAND」と「全体として FRAND」

を含むが、前者では個別的には合理的であっても「全体として非合理的」とな

る可能性があり、文字通り積上げ問題が起こる。したがって、基本的には後者

が志向されている。今後、競争法の観点から、FRANDにおける合理的なロ

イヤリティ（あるいはその範囲）を画定することが求められる。これらの議論

は、また標準設定組織のライセンス条件の検討にも含意をもつであろう。なぜ

なら、大半の組織が FRAND条件を強調しているからである。

次に、プールへの参加の自由が認められているかぎり、必須特許を保有して

いるがプールには参加しないアウトサイダーが存在する可能性がある。事実、

多くのプールで有力企業が戦略的にアウトサイダーとなっている。また、例え

ば、研究開発専業企業、あるいは当該プールに関連した製品を生産していない

メーカーなどが存在し、アウトサイダーとなるかもしれない。参加メカニズム

について議論する必要があろう。

最後に、上の問題とも関連するが、（FRAND条件を満たしたとしても）プー

ルの形成・運営は決して容易に進むものではないことは、これまでに事例が示

唆している。そうしたなかで、標準化が適切と考えられる技術・特許は 1つの
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「公共財」として捉えることも可能であり、その視点から革新を迅速に進めるた

めに、技術調整のガバナンス構造の 1つとして「強制実施権」適用の可能性も

主張されている。特に、「藪」現象から派生する、特許の積上げ問題、FRAND

条件の不明確性、ネットワーク外部性の効果などが大きい分野（典型的には情

報通信分野）では、調整の失敗は革新の促進に妨げとなる可能性が大きい。こ

の制度の是非、そしてまたプールと同じような機能を有する制度・手法につい

て理論的な考察は十分に展開されておらず、今後それに取り組む必要があろ

う10)。

5 結びにかえて
以上、プールに対する競争政策の実態を概観した。プールは、複雑な関係に

ある技術革新と競争の両方に関わるものである。それに対する政策のあり方を

考察することが重要である。競争政策の視点から見て重要な主な課題として以

下のものがあげられる。すなわち、

　 (1) 技術間、特許間の関係の指標化・定量化をはかる必要がある。特に、特

許の「藪」の検証や必須性テストに有用な指標の開発が求められる11)。

また、もし多くの産業でそうした定量化が可能ならば、技術間、特許間

の関係の決定要因、およびそうした関係の市場行動への影響を計量的に

分析することもできるかもしれない。こうした分析は、競争政策に必要

な経済学的分析として有用であろう。また、技術間の関係は企業の特許

出願戦略ないし知的財産のポートフォーリオ戦略に影響を与える可能性

をもつために、そうした関係を明らかにする必要もあろう。

　 (2) プールの形成要因、あるいは広くいくつかの特許調整メカニズムの間の

選択（クロスライセンス、各種プール、公認標準設定組織、デファクト

競争、覚悟の共倒れなど）について、理論的、実証的に解明する必要が

10) この指摘は加藤 [2006] による。強制実施権（わが国では裁定実施権）に対する認識は、エイズ
治療薬事件、炭そ菌事件などから変化しつつあると言われる。

11) 「特許の藪」の程度の計測は、Clarkson [2004、2005] で試みられている。その問題点につい
ては、土井・新海・田中・林 [2008] 参照。
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ある。このとき、プールは、パテント・プラットフォーム、パテント・

クリアリング・ハウスのような、プールに類似したタイプ（準プール）

も含めて考察する必要があろう。なぜなら、こうした多様な調整メカニ

ズムの採用も競争政策と密接に関連しているからである。また、上記の

通り、技術の性格が調整の方式や領域の決定に大きな影響を与えるかも

しれない。

　 (3) プールおよびそれに対する競争政策が当該産業の競争、具体的には市

場行動・成果、そしてさらに市場構造に与える、あるいは与えた影響を

理論的、実証的に分析する必要がある。広く標準については、標準形

成前後の企業数の変化を考察した Utterback [1994]の簡単な実証分析

を除いて、標準が市場構造・行動・成果に与える影響について詳細な分

析はほとんどない。標準型プールの効果分析についても、Lerner et al.

[2003]を除いてほとんど行われていない。こうした分析は競争政策を進

めるためには重要な課題である。なぜなら、プールの形成・形態は競争

政策に大きく依存しているからである。こうした分析は政策効果の事後

的評価でもあり、今日強く求められている政策課題の 1つである。

　 (4) 協調型の企業間組織あるいは関係としてのプールにおける、コンセンサ

ス形成過程やガバナンス・マネジメント（「コーポラティブ・ガバナンス

&マネジメント」）のあり方を考察する必要があろう12)。例えば、プー

ルのライセンス料などについての FRAND 条件の実態を明らかにし、

そしてその条件を理論的に考察することが求められる。この議論は標準

設定組織のライセンス条件にも適用可能であろう。また、こうした分析

は、プールの成果の考察につながる。

これらの考察は公共政策にとって重要である。しかし、まだ十分な展開に至

12) 標準設定組織は「事実上のプール」である。プールの合意形成過程や「コーポラティブ・ガバナ
ンス&マネジメント」の議論は各種の標準設定組織にも適用可能であろう。従来、デファクト標
準が大きな注目を受けてきたが、実はこうしたコンセンサス型標準が技術標準の大半を占めてい
る。にもかかわらず、その経済分析は少ないのが実情である。土井 [2007]、土井・長谷川・徳
田 [2008] 参照。
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らず、それらは残されている大きな課題である。
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